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Participation : The Realities of the Senior High School Students About Their 
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本研究の目的は, 高校生の生活実態から社会参画を阻害している要因を探り, 学習課題を明らかにすることである。 先
行研究より社会参画の阻害要因を考察し, これを基に高校生と地域社会の関係と実生活における両者の関連について, 質
問紙調査法を用いて把握 ・ 分析した。 この分析から, 地域の人との係わりが意識されにく い実態には, 自分の行動影響力
を認識することや社会的役割を経験的に学ぶ機会が少ないことが影響していることが示唆された。 ここから, 学習課題は
社会参画できる場を捉えさせるために, より広い社会における自分の役割と実生活の関連を理解することであるといえる。 
そのため, 高校家庭科において社会参画を学ぶには, 高校生にとって身近な社会と教科学習を関連づけ, 自分の行動が社
会に及ぼす影響を捉える必要性と可能性を探究する学習方法を展開することが有効ではないかと考えられる。 
キーワード: 社会参画, 地域社会, 社会的役割, 生活実態, 能動的
1 . 問題の所在と研究目的
1 .1 社会参画の実践に関わる問題
新高等学校学習指導要領 (文部科学省2018) では, 社
会に開かれた探究的な学習が重点化された。 公教育の最
終段階を迎える高校家庭科教育では, 共に支え合う社会
の実現に向けて主体的に地域社会に参画できる生活者の
育成が目指される。 そこで, 青年期から成人期へ移行す
る過渡期にいる高校生は, 広狭様々な社会で活動する主
体として, さらに社会を運営する一員として生活できる
よう になることが求められている。
しかし, 日本の若者の社会問題への関与や自身の社会
参加に関する意識は諸外国と比べても低いことが知られ
ている。 内閣府(2014) の調査において, 地域の担い手
として社会参画の意欲を示す若者は35.4% で, 自分の社
会参加が社会現象を変えう ると考える若者は30.2% と少
数派であった。 また, 内閣府 (2016) の調査では, 地域
の人との係わりが希薄で, 自身が地域や社会をよりよく
するのに役立つ意義を見出している若者は少数派である
ことが報告された。 学校や職場以外で他者と行ってみた
い活動については, ボランティ アや地域活動(清掃, 防
災など) が最も参加したく ない活動であることが明らか
になった。 さらに注目すべきは, 同調査において地域で
の活動に参加したく てもできない主な理由が, 時間や費
用等の資源不足であったことである。
実際に高校生が使える資源を, お金と時間の全国規模
の調査結果から捉えた。 高校1 年生が 1 ヶ月にもらう金
額は, 平均値4,735円, 中央値4,500円であり (消費者教
育支援センタ 2ー016) , 15~ 19歳の自由時間の平日総平
均は, 312分 (総務省統計局 2016) であった。
この調査結果から, 若者の社会参画が促されない要因
として, 次の 2 つの問題が浮上した。
1 . 若者にとって社会参画は, 内発的意欲を向上させる
ほど価値が認められた活動でなく, 社会参画に関す
る意識は低い
2 . 高校生が社会参画するために必要な資源が不足して
いる
以上の 2 つの問題から, 社会参画を促すには, 有限の
資源を活用しても参画する価値があると判断されるよう, 
社会参画が他の活動と比べて優先されるだけの魅力があ
ることを示せる学習の意義は小さく ないと考えられる。 
1.2 生活実態に応じた社会参画
種々の社会的役割を担う生活者として生きる私たちは, 
対面している社会や生活状況, 自身の特質に応じた生活
を営んでいる。
御船 (2000) は, 欲求に動機づけられなされる生活行
為をマスローの欲求類型(生存, 安心・ 安全, 所属, 尊
敬される, 自己実現) と照らして, 組織への参画や人間
関係を結ぶ人間関係行為は, 行為自体が欲求を充足させ
る目的的行為であると示した。 また, 教育心理学用語辞
典では, 「内発的動機付け」 は自発的に生起され, 行動
そのものが学習の目標となるものであり, 人間は自ら行
動を始発し環境に対して能動的に働きかけていく存在で
あると考えられている(岸本ほか 1998 pp211-212)。 こ
れらの考え方に従えば, 社会参画が促されない実態は, 
それを阻害する問題が生じていることが疑われる。 
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生活状況が社会参画意欲にもたらす影響をと らえた先
行研究は, 生活指導研究に複数見られる。 竹内 (1976) 
は, 現実の必要を反映した人間的欲求が育たないのは, 
認識の指導と表現・ 技能の教育の分断が起因すると考え
た。 坂元 (1979) は, 知識の習得が労働や技術の習得と
結びつき, 活動の動機やその目的の体系の中に組み込ま
れない能力育成の問題を指摘した。 また, 増山 (1986) 
は, 活動の中味の楽しさに関心を寄せ, 人間関係を主体
的 ・ 能動的に築く段階を経ながら, 自立して社会生活を
営む能力を育成する必要性を示した。 これらの研究から, 
生活を軸と した能力育成や学習計画が社会参画を促す手
立てとなることが示唆される。 つまり, 高校生の生活実
態に応じた学習課題の明確化が社会参画学習の計画に不
可欠の手続きであると考えられる。 
1.3 研究の目的
本研究では, 社会参画を学ぶべき若者の中でも高校生
に対象を絞り, 高校家庭科授業で実践可能な学習課題を
検討する。 そのため, 高校生の生活や経験を調査するこ
とから, 社会参画が実践されない要因を分析し, 学習課
題を明らかにすることを目的とする。 
2 . 研究の方法
2.1 調査の時期と対象
調査は, 2017年 5 月に, 兵庫県公立高校全日制普通科
1学年193人 (男子79人, 女子114人) を対象として, - 
斉に実施した。
調査高校の進路状況は, 4 年制大学への進学率 4 ~ 5 
割, 短大・ 専門学校進学率5 ~ 4 割, 就職率 1 割弱の高
校である。 また, 当校の所在地域は, 大阪府に隣接する
兵庫県の東端, 近畿地方のほぼ中央に位置する人口約3 
万規模の住宅都市化した町である。 年齢三区分人口は, 
0 ~ 14歳15%, 15歳~ 64歳58%, 65歳以上26%であり, 
高齢人口の割合は全国平均並, 年少人口は2 % 高い構成
であった。 
2.2 調査内容
作成した質問紙の調査内容と回答方式を, 表 1 に示し
た。
表 1 調査内容と回答方式
調査内容 回答方式 
1 地域社会とその境界 選択回答 
2地域社会における役割と実践 選択 ・ 自由回答 
3 自分と家族の地域との係り 選択回答 
4食生活の実態と時間・ お金・ 満足感 選択・ 自由回答 
1 は, 対象と した高校生が普段意識している地域社会
は , どの領域 ・ 集団を指しているか, 実在する地域社会
の領域・ 集団の選択肢から複数回答で判断させる項目か
ら成る。
2 は , 対象者の考える地域において自分にはどのよう
な役割があるか記述させる項目を設けた。 そして, 石島
(2012) の高校生の社会参画意識項日を参考に, 自分た
ちの住みよい地域づく りに関わる必要性や, その機会や
場があるかを尋ね, 自分たちの行動が地域社会に及ぼす
影響をどのように捉えているか問う項目である。 さらに, 
斎藤 (1999) ・ 吉田ら(2000) の社会考慮尺度を引用し, 
個人と他者 ・ 社会との関係を問う11項目から成る。 回答
方式は, 「5 , よく あてはまる」, 「4 , ややあてはまる」, 
「3 , どちらともいえない」, 「2 , ややあてはまらない」, 
「1 , まったく あてはまらない」 の5件法と した。
3 は, 通常参加している地域活動を調べた, 京都大学
こころの未来研究センター 『地域社会の 「つながり」 と
暮らしについてのアンケート』 を引用した選択肢から成
る o
4 は, 地域社会と日常的に係わる生活場面と して食行
動を取り上げ, 平日の昼食手配と喫食の実態を問い, 高
校生の限られた資源の活用状況とその結果得られる満足
度を調べる項目から成る。 
2.3 分析の方法
選択回答方式を用いた問いは記述統計量を算出して分
布を把握し, 集計結果について正確二項検定を行った。 
このうち, 5件法の回答は 「5 , よくあてはまる」, 「4 , 
ややあてはまる」 を肯定群, 「2 , ややあてはまらない」, 
「1 , まったく あてはまらない」 を否定群, 「3 , どちら
ともいえない」 は肯定 ・ 否定群のどちらにも該当しない
群とし, 肯定群とその他の2 群に分類して検定を行った。
また, 自分の役割等の自由回答方式を用いた問いは, 
すべての記述を通読してカテゴリーを生成し, 記述統計
量を算出して分布を確認した。
その上で, 地域社会や自分の社会的役割に対する認識
や生活実態から学習者である高校生の特質と学習課題の
分析を行った。 
3 . 結果
3.1 調査対象者の社会参画意識と使える資源
有効回答数193人で, 男子79人 (40.9%) , 女子114人
(59.1%) であった。 その内, 選択回答方式 (複数回答
可の項目を除く) の空欄及び自由回答で未記入のものは
分析対象から除き, 項目毎に有効回答数を示した。
地域づく りに関する認識を尋ねたところ, 図 1 のよう
な結果となった。 「私たちの住みよい地域づく り を実践
する必要がある」 の項目では, 肯定群は63.2%であり, 
その必要性を認識している高校生が一定数いることが示
唆された。 しかし, 「社会を変えられると思う」 かどう
かを, 「地域住民」 や 「高校生」, 「自分」 の活動主体別
に尋ねたところ, 「地域住民」 は地域社会を変える主体
であるが, 「自分」 は地域社会を変えう る活動主体でな
いと捉える傾向が明らかとなった。
次に, 対象とする高校生が 「1 ケ月のう ち自由に使え
るお金」 は, 平均4,328円, 中央値3,000円で, 「平日で自
由に過ごせる時間」 の平均は234分 ( 3 時間54分) であっ
高校家庭科における社会参画を促す学習課題の検討
た (表 2 )。 お金 ・ 時間共に最小値から最大値の範囲が
広く, 全国調査のお金平均値4,735円, 中央値4,500円, 
時間平均312分 ( 5 時間12分) より若干少ない数値であ
ることが明らかになった。 よって, 全国調査で地域の活
動に参加したく てもできない主な理由が, 時間や費用等
の資源不足であることをふまえ, 本調査対象者において
も社会参画しがたい状況であることが推測された。
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図 1 地域づく りに関する認識
表 2 自由に使うことのできるお金と時間
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以上より, 前出の内閣府の調査対象者と本調査で対象
とした高校生を比べたところ, 次の 2 点において, 同様
の傾向を持つことが示唆された。
1 ' . 自分自身が地域づく りの主体となることが意識され
ていない
2 ' . 社会参画を図る資源は不足が疑われる
これより, 本調査の対象とした高校生は, 全国調査か
ら捉えられた問題を抱える高校生と類似した対象である
とみなせる。
**p< .0
自分の';らす社会の将来が気になる自分の';らす社会の間題が気になる自分の行動に対する他者の受け止め方を考える
社会で異なる立場の人のことを考える
社会全体の動向に関心がある
自分が同じ社会に暮らす人に及ぼす影響を考える
社会で自分の置かれる立場を考える
自分の暮らす社会全体について考える
社会がいかに成り立っているか考える
生活と社会のしくみの関連を考える
自分が社会に及ぼす影響を考える
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3.2 社会参画に関する認識特性
高校生が地域の役割を担う場面を思い浮かべて記述さ
せたところ, 具体的な活動内容として 「清掃活動」, 抽
象的な活動内容と して 「ボランティ ア」 の回答が顕著に
見られ, その他の活動や役割イメ ージを持つ生徒が少な
いことが明らかになった(図 2 )。 これより, 地域にお
ける高校生の役割として, 「清掃活動」 や 「ボランティ
ア」 が固定的なイメージとして定着していることが示唆
された。 この2 つはいずれも, 先行調査 (内閣府2016) 
で最も参加したく ない活動であることが示唆された活動
であり, この役割認識が社会参画に対する意欲を抑制し
ているのではないかと推察された。
さらに, 社会に対する認識 ・ 思考の特性を探るため, 
社会考慮尺度の項目について肯定群の回答率を算出した
(図 3 )。 肯定群の割合の上位, 下位のそれぞれ2 項目に
着目すると, 「自分の暮らす社会」 の 「将来」 や 「問題」
に関心を寄せつつも, 「自分が社会に及ぼす影響」 に意
識が向けられにくい傾向が見られた。 これより, 自分の
行動の能動的側面から関係性を捉えることに課題がある
ことが示唆された。 また, 「自分が社会に及ぼす影響」
よりも, 「同じ社会に暮らす人に対する影響を考える」
ことができる人が多い傾向が明らかとなった。 
清掃活動
挨拶をする
ルールやマナーを守る・ 示す
祭りへの参加・ 運営手伝い
福祉支援
募金
具体的な他の地域活動
ポラ ンテイア
地域活動
抽象イメージ
なし
N= 192(人)
50 (%) - - ' 3 
● 2 
・ 2 
● 2 
a 6 
国 3 
13 
図 2 高校生が担う地域の役割イメージ(複数回答) 
N= 193 (人) 
0 10 20 30 40 50 60 70 (%) 
図 3 社会考慮尺度項目における肯定群の割合
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以上より, 社会に対する認識 ・ 思考の特性として, 対
象の高校生は次の 3 つの特性を持つことが推察された。 
・ 高校生の主な社会的役割として 「清掃活動」 や 「ボラ
ンティ ア」 への参加が定着している
・ 自分と社会の関連は受動的な側面に意識が偏向し能動
的な側面が意識されにく い
・ 社会と自分の関連より, 社会を構成する人と自分の関
連を考えている割合が多い
3.3 地域社会に該当する領域
最も小さな社会的領域である家庭から広がる領域を細
分化して, 対象の高校生はどの領域を地域社会と捉えて
いたか調べ, 回答者の過半数を超える領域のみ, 正確二
項検定の結果を図4 , 5 に示した。 過半数を超える回答
者が地域社会であると考え, かつその一員であることを
意識している領域は, 「市町村」 であることが明らかと
なった。 
3.4 地域づく りに関わる機会や場の有無
対象の高校生が住んでいる町内で通常参加している活
動は, 地域行事に参加する人数が最も多かった (図 6 )。 
また, 1 人当たりの活動個数の合計平均は1.35 (±0.82) 
個, 最頻値は 1個であった。 なお, 参加している活動が
ないと回答した人は, 9.3%であり, 参加する活動は限
定的で少ないが, 約 9 割の人が地域と接点を持っている
ことが明らかになった (図 7 )。 
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図 7 合計活動個数別人数の割合
しかし, 自分たちの住みよい地域づく りにつながる活
動を学ぶ, 体験する, 実践する機会や場があると答える
割合は, 順に減衰することが確認された (図 8 )。 これ
より, 現在の地域活動では, 住みよい地域づく りに携わっ
ていると実感できない人が多数派であることが明らかと
なった。
なお, 対象者の家族が通常参加する活動は, 自治会の
割合が増えるが, 参加活動数の合計平均は1.80 ( ±1.40) 
個, 最頻値 1 個と大差のない結果であった (図 9 )。 こ
れより, 家族をロールモデルと して社会参画を学ぶ機会
を持つ人は少ないことが示唆された。 
**p<.01 N= 193 (人) 
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図 6 活動別参加人数の割合 (複数回答) 
?
7
 
3
 
4 N= 193 (人
69 
l = ;i 
l l l 
20 l ' ' I l l l 7 ・ ・ I l l l ■ , 二・ 三 二・ l??????? ? ? 器果 ????????
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私たちの住みよい地域づく りを
学ぶ機会や場
私たちの住みよい地域づく りを
体験する機会や場
私たちの住みよい地域づく りを
実践する機会や場
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図5 - 員であると意識する領域 (複数回答) 
* * p< . 01 * p< . 05 0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 (%) 
図 8 地域づく りに関する機会や場の有無
3.5 地域社会における人間関係
地域社会における人間関係の実態は, 大小様々な集団
のうち 「協力して物事に取り組んでいる」(図10) ある
いは 「立場が想像できる」(図11) 集団を問い, 集計し
た。 その結果, 対象の高校生が協力関係を認識している
集団は 「クラスメート」 までで, 「全校生徒」 との協力
。 
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図10 協力して物事に取り組む集団
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関係の構築や, それぞれの立場を想像することに課題が
あることが示唆された。 
3.6 地域社会と係わる食生活の実態
対象と した高校生の昼食入手先について, 1 週間の登
校日 5 日のうちそれぞれから入手する日数を尋ねた。 そ
の結果, 自宅弁当を持参する頻度が突出して高く, 平均
75 
が4.61 (±0.96) 日であった (図12)。 なお, 持参する昼
食を作る人についても同様に日数で頻度を尋ねたところ, 
親が平均4.21 (±1.54) 日と突出して高いことが明らか
になった (図13)。
N= 193 (人)
自一毛弁当 4.61
スーパーマーケ ッ ト ■0.13
コンビニエンスストア1 0.16
学校食堂 ■0.09
その他 1 0.01
0 1 2 3 4 5 (日) 
図12 昼食の入手先と頻度
N= 190(人)
親 -4.21き ようだい1 0.03自分 - 0.43祖父母 ' 0.12従業員 ■0.07その他 I 0.060 1 2 3 4 5 (日) 図13 昼食の作り手と頻度
次に, 自分で弁当をつく ることができると答えたのは
73.6%で, できないと答えた26.4%の主な理由として, 
能力と経験, 準備時間がないことが挙げられた (図14)。 
N= 193 (人) 
簡単調理食品
がない
1% 
計画的でない
1% 
3%
図14 弁当調理の可否とできない理由
さらに, 学校の食堂は必要か尋ねたとこ ろ, 92.2%が
必要と答えた。 判断理由を尋ねた結果, 必要と考える主
な理由は, 「非常事態の備え」 と 「家庭の事情」 である
ことが明らかになった(図15)。 これより, 昼食の入手
におけるセーフティ ーネ ッ ト を要していることが示唆さ
れた。 
3.7 お金・ 時間・ 生活に対する満足度
お金 ・ 時間 ・ 生活に対する満足度を5 段階評価で数値
化させた。 その結果, 中央値は, お金・ 生活4 , 時間 3 
と, 多く の生徒が中程度以上の満足感を持っていること
が示唆された (表 3 )。 中でも, お金満足度は最頻値が
5 であり, お金のやり く りに不満を感じる人は少数であ
ることが明らかになった。 
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N= 192 ( 人)
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自活推奨 
その他 
図15 学校食堂の必要性と判断理由 (複数回答) 
表 3 お金・ 時間・ 生活の満足度
N= 191 (人) 
平均値
S.D. 
中央値
最頻値
お金 時間 生活
3.6 
1.28 
4.0 
5.0 
3.3 
1.30 
3.0 
3.0 
3.4 
1.16 
4.0 
3.0 
4 . 考察
4.1 社会参画を進める上での問題
「3.1調査対象者の社会参画意識」 および 「3.4地域づ
く りに関わる機会や場の有無」 より, 高校生の多くは, 
社会への関心や住みよい地域づく り を実践する必要性を
認め, 地域づく りに関わる機会や場を持っていた。 しか
し, 「3.2社会参画に関する認識特性」 の結果から互いに
影響を及ぼし合う関係は意識されておらず, 自分の行動
の能動的側面から関係性を捉えることができない認識面
の問題が明らかになった。 地域社会における高校生の役
割イメージは, 通常参加する地域行事や清掃活動など単
発的に活動している像が定着しており, 日常生活と密接
に関連する社会参画像を持つていないことが示唆された。
「3.3地域社会に該当する領域」 より, 高校生は所属
意識が持てる地域を 「市町村」 と捉えているが, 「3.5地
域社会における人間関係」 より, 協力して物事に取り組
み, 立場を想像できる集団はその一部分に限られていた。 
これより, 地域社会において自分が関わってできる活動
を広く捉えることができず, 補足的な学習なしに 「市町
村」 で互いに生かされる関係性を探究させるのは困難で
あることが示唆された。
また, 「3.6地域社会と係わる食生活の実態」 より具体
的な生活場面として, 平日の昼食手配では, 自分の能力
の有無に関係なく親に依存する傾向が見られた。 加えて, 
「3.7お金・ 時間・ 生活に対する満足感」 より, 現在の生
活にそこそこの満足感を持っている割合は高く, 生活の
内省や, 生活課題の探究が個々に動機づけられる状況で
はないことが示唆された。 その反面で, 活用頻度が低い
にもかかわらず, 学校食堂の必要性を訴える割合は高い
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実態があった。 これは, 不測の事態に備えるセーフティ ー
ネットとして, 親が果たすあらゆる役割を代替えできる
しく みを求めた結果ではないかと考えられる。
以上の実態調査の結果から, 社会参画に対する内発的
意欲の向上や, 主体的かつ能動的な活動の実践を期待で
きない要因と して, 次の問題があることが示唆された。 
・ 日常的に関わっている社会的な活動を理解していない 
より身近な地域社会の集団である全校生徒との関係で
さえ, 関係構築が難しいと実感している
・ 親密な関係にある親に依存した生活に満足しており,
個人的に生活を見直す必要性は低い
4.2 学習課題の検討
明らかになった問題をふまえると, 身近な地域社会の
集団で, 自分たちの活動が同じ社会で生活する人に及ぼ
す影響を捉える学習が必要であることが示唆された。
対象と した高校生の場合は, 地域社会の人より先に全
校生徒集団において, 協力関係と生活の関連を学ぶ必要
があった。 よって, 個々の行動が学校生活の運営に影響
を及ぼす活動を取り上げて, その計画・ 運営に対し自分
の意見を発信 ・ 行動することで, 何ができるか考えさせ
ることが第一 に取り組むべき学習課題であると言える。
また, この学習への内発的意欲を向上させるには, 現
在の生活を変容させう る速効的なメリ ットないしは, そ
れが得られる確実性を実感させることが課題になると推
察された。
これらを踏まえた学習課題例として, 学校食堂の活用
状況の低さと理想の食堂にするための要望を考える学習
が挙げられる。 これにより, まず全校生徒内でも自分と
異なる立場の生徒との関係構築を教えることができる。 
さらに, 学校食堂は地域住民が運営するものであること
から, 地域社会へと視野を広げさせることができる。 こ
の学習では, 地域住民が運営する学校食堂が, 自分たち
が支払うお金で運営されている事実を知り, 皆の生活を
豊かにする運営方法を学び, 自分の行動の影響力を広く
捉える手立てとなると考えられる。
これは, 高校家庭科における 「家庭経営」 と 「社会福
高校家庭科における社会参画を促す学習課題の検討
祉」 を考える教科学習と して学ぶことが可能な内容であ
り, 高校生の生活実態に応じた社会参画学習であるとい
える。 
5 . まとめと今後の課題
今日, 社会的役割が家庭内外で提供される商品, 公共
サービスとなる過程で, 種々の役割や機能を理解しなく
ても生活が成立する状況がある。 本調査結果から, 地域
の人との係わりの希薄さは, 自分の行動影響力や役割を
経験的に学ぶ機会の少なさを意味していることが示唆さ
れた。
それぞれが固有の社会的役割を取得して社会に参画す
るためには, 現在の生活がいかにして成立しているか理
解する必要があると考えられる。 現段階において, 「全
校生徒」 や 「市町村」 などより広い社会における 「自分」 
「高校生」 の役割が実生活とどのように関連している
か理解できないことが, 重大な課題であると考えられる。 
地域社会への参画は, そこに築かれる人間関係の理解な
しには展開し難い。 そのため, 教科の学習内容として計
画するには, 既存の協力関係を説明できる領域において, 
高校生が関わっている社会的な活動を捉え直す必要性と
可能性を学ぶのが有効ではないかと考えられる。
また, 偏向した社会参画像に基づく検討は, 暗黙のう
ちに学習者を画一 的に評定し, 学べる生活価値を制約す
る等, 負の影響を与えることが危惧される。 社会に開か
れた学びを計画し, 社会参画を促す教員はこの危う さを
理解し, 社会参画学習を展開する際は, 現在を生きる生
活者の視点で個々に生活創造を探究する家庭科学習と関
連付けることが望ましいと考えられる。 そのため, 高校
生にとって身近な社会参画の実態を把握し, 系統立てら
れた教科学習との関連を整理して, 授業を開発 ・ 実践し
ていく ことが今後の課題である。 
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